
 

 

連載 『企業法務の基礎知識』 

 第３回 株式会社の機関② 
 旧商法下の時代と比べ、会社法の施行により、自由度の高い機関設計が認められるようになりました。    

 しかしながら会社を設立する場合、また機関設計を変更する場合などには、各機関の役割等を考慮のう

え、会社法の定めるルールに従い機関設計を検討する必要があります。 

 前号の機関設計のルールに続き、機関設計を検討するにあたっての各機関の役割をご紹介いたします。 

１．それぞれの機関の役割 
 

①株主総会 

取締役会を置かない会社においては、会社法に規定される事項及び株式会社の組織、運営、管理そ

の他株式会社に関する一切の事項について決議をすることができる（会社法 295 条 1 項）、株式会

社の最高の意思決定機関。 

取締役会設置会社においては、会社法に規定する事項（株式の消却、株式の分割、株式無償割当て、

単元株式数の減少など）及び定款で定めた事項に限り、決議をすることができる（会社法 295 条 2

項）が、定款を変更するには株主総会の特別決議が必要となる（会社法 466条、309条 2項 11号）。 

②取締役 

株式会社の業務を執行する機関（会社法 348 条 1 項）。取締役は株式会社を代表する（会社法 349

条 1項）が、代表取締役を定めた場合、その代表取締役が株式会社の業務に関する一切の裁判上ま

たは裁判外の行為をする権限を有する（会社法 349条 4項）。 

③取締役会 

3人以上（会社法第 331条 5項）の全ての取締役によって組織され（会社法 362条 1項）、業務執行

の決定、取締役の職務執行の監督、代表取締役の選定等の重要な職務を行う機関（会社法 362 条 2

項）。 

④監査役 

取締役及び会計参与の職務の執行を監督する機関（会社法 381条 1項）。 

⑤監査役会 

3人以上の全ての監査役（うち半数以上は社外監査役）によって組織され（会社法第 331条 5項、

390条 1項）、監査報告の作成や常勤監査役の選定、監査の方針等の決定を行う機関（会社法 390条

2項）。 

⑥会計参与 

取締役と共同して、計算書類の作成を行う機関（会社法 374 条 1 項）。公認会計士もしくは監査法

人、税理士もしくは税理士法人でなければならない（会社法 333条 1項）。 

⑦会計監査人 

計算書類を監査する機関（会社法 396 条 1 項）。公認会計士もしくは監査法人でなければならない

（会社法 337条 1項）。 

⑧指名委員会等設置会社の各委員会 

各委員会の委員の過半数は社外取締役でなければならない(会社法 400条 3項)。 

・指名委員会...株主総会に提出する取締役及び会計参与の選任及び解任の議案の内容を決定する

（会社法 404条 1項）。 

・監査委員会...執行役及び取締役の職務の執行の監査及び監査報告の作成を行う（会社法 404条 2

項。） 

・報酬委員会...執行役の個別の報酬等の内容を決定する（会社法 404条 3項）。 

⑨執行役 
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指名委員会等設置会社の業務の執行を行う機関（会社法 418条）。 

⑩監査等委員会 

取締役及び会計参与の職務執行の監査及び監査報告の作成、会計監査人の選任及び解任の議案の内

容の決定等を行う機関（会社法 399 条の 2 第 3 項）。すべての監査等委員で組織され、取締役（そ

の取締役の過半数は社外取締役）でなければならない（会社法 399 条の 2 第 1 項、2 項、331 条 6

項）。 

 

２．所有と経営の分離から見る機関設計 
 

 株式会社の制度上、会社を所有する者と会社を経営する者とが分けて考えられております。 

 「所有」にあたる組織が①株主総会であり、「経営」にあたる組織が②取締役、③取締役会及び

⑨執行役です。  

 

 取締役会を設置すると、会社法上取締役会の決議事項として明記されている事項が原則として取

締役会に一任されることとなり、株主総会は経営にあたらないため、監視の目を入れる必要が出て

きます。そこで「監査」にあたるための④監査役が必要となります。 

 ただし取締役会設置会社であっても、会社の規模がそれほど大きくない（資本金 5億円未満かつ

負債総額 200億円未満）非公開会社（株式の譲渡について会社の承認が必要）であれば、⑥会計参

与を設置すれば監査役は不要となり、また監査役の権限を会計に関するものに限定することも可能

です。 

 

 さらに会社の規模が大きくなり、大会社（資本金 5億円以上または負債総額 200億円以上）とな

ると、さらに監視の目を強化するため⑦会計監査人が必要となります。 

指名委員会等設置会社及び監査等委員会設置会社においても同様に⑦会計監査人が必須です。 

 

 大会社かつ公開会社（株式の譲渡について会社の承認不要）となると、さらに「社外監査」も必

要となり、社外監査役が必要な⑤監査役会を設置するか、もしくは社外取締役が必要な⑧指名委員

会等または⑩監査等委員会を設置する必要があります。 

 なお、令和 2年 10月時点では施行日は未定ですが、令和元年 12月 4日、会社法の一部を改正す

る法律（令和元年法律第 70 号）が成立し、有価証券報告書提出会社（上場会社等）においては、

社外取締役の設置が義務付けられることとなりました（新会社法 327条の 2）。 

 

このように会社の性質・規模を踏まえた上で、ルールに則って機関設計を検討することが必要です。 
 

（文責 ： 司法書士 野見山香） 

 

 本レポートは法的助言を目的とするものではなく、個別の案件については各々固有・格別の事情・状況に応じた適切な

助言を求めていただく必要がございます。また、本稿に記載の見解は執筆担当者の個人的な見解であり、当法人若しくは

当グループ又は当法人のクライアントの見解ではありません。 
 PLUS Report では、本誌をより充実させ皆様に有益な情報を発信していくため、皆様のご意見・ご感想をお待ちしてお

ります。採りあげますテーマなどお気軽にご意見やご要望をお寄せ頂けましたら幸いです。 
 （PLUS Report 事務局 plus-report@plus-office.com） 

（お問合せ先） プラス事務所～司法書士法人・土地家屋調査士法人・行政書士法人～ 

東京オフィス 〒104-0031 
 東京都中央区京橋1丁目1番1号 八重洲ダイビル 5F 
 TEL 03-3516-1447 / FAX 03-3516-1448 
佐世保オフィス 〒857-0042 
 長崎県佐世保市高砂町４番1８号 アポード高砂３F 
 TEL 0956-23-5400 / FAX 0956-23-5440 
 

福岡オフィス 〒810-0001 
 福岡市中央区天神2丁目14番8号 福岡天神センタービル 3F 
 TEL 092-752-8266 / FAX 092-752-8267 
熊本オフィス 〒860-0806 
 熊本市中央区花畑町4番1号 太陽生命熊本第2ビル 6F 
 TEL 096-342-4300 / FAX 096-342-4302 
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